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　これまで、消防庁では、消防団を中核とした地域防災
力の充実強化に関する法律（平成25年法律第 110 号）
の趣旨を踏まえ、国及び地方公共団体が連携し、幅広い
住民への入団促進に向けた広報の実施、消防団員の処遇
の改善、消防団の装備や訓練等の充実など、消防団の充
実強化に向けた様々な取組を行ってきました。
　とりわけ、依然として減少が続く消防団員の約７割が
被用者であることを踏まえると、地域防災において重要
な役割を担う消防団員を確保し、円滑な消防団活動を行
う上では、企業等の消防団に対する理解を深め、協力を
得ることが不可欠です。また、社会貢献や危機管理意識

の向上、地域住民との交流促進など、消防団活動への協
力により企業等が得られるメリットの観点からも、消防
団の更なる充実強化に向けて、企業等との協力体制を構
築し、連携した取組を一層推進することが重要と考えて
おります。
　消防庁では「消防団協力事業所表示制度」や「消防団
等地域活動表彰」など、企業や事業所との連携強化に向
けた施策を推進しております。消防団事務を所管する市
区町村の方々におかれましては、企業等に対しこれらの
取組を周知いただくとともに、消防団活動への理解と協
力の呼び掛けをお願いいたします。 

問合せ先
　消防庁国民保護・防災部防災課　地域防災室
　TEL: 03-5253-7561

事業所に対する消防団活動への
理解と協力の呼び掛けをお願いします。

地域防災室

「地域を守る、信頼の企業」として消防団へのご協力をお願いします！！

消防団への協力が企業のメリットに

従業員が消防団に入れば

防災に関する知識やスキルが身につき、
自社の従業員や施設を守ることができます！

消防団協力事業所表示制度
消防団活動への協力が企業の社会貢献として広く認め
られる制度です。

「消防団協力事業所」として認められた事業所は、取得
した表示証を社屋に提示でき、表示証のマークを自社
HPや名刺などで広く公表することができます。

事
業
所
の
協
力
例

✓従業員が相当数入団

✓従業員の消防団活動について、就業規則等で積極
的に配慮

✓災害時等に事業所の施設や資機材を提供  など 制度の詳しい内容

はこちら

自治体の消防団協力事業所に対する支援策の例

入札参加資格の優遇
自治体の公共事業に係る入札（入札参加資格方式・
総合評価落札方式）において、審査に有利な加点が
与えられます。

表彰制度 消防団協力事業所として認定された事業所に対する
表彰があります。

その他 防災ラジオや消火器といった防災関連物品の無償貸
与や、広告誌広告掲載料の免除などがあります。

※ 支援策の有無や内容は、都道府県や市町村によって異なります。

企業の方も応援できる
制度があります！

消防団協力事業所になれば、

各自治体の様々な優遇措置を受けられます！

表彰制度もあり、
地域への貢献がＣＳＲ活動につながり、
自社のイメージアップになります！

幅広い世代・職種など、地域の方々との
多様なつながりができます！ ビジネスチャンス

につながる！？

特定の活動だけでも参加できるのはご存じですか？

誰でも、いろいろなカタチで活躍できるのが、機能別団員・分団です。
それぞれの能力やスキルを活かしながら、自分ができる範囲で特定
の消防団活動に参加ができます。

【消防団協力事業所表示証】

（左側：シルバーマーク（市町村発行））
（右側：ゴールドマーク（消防庁発行））

機能別分団
災害時や特定の活動のみ
参加できる場合は・・・

救助・救援活動など 震災対応・救援活動など

ドローン隊
情報収集など

大規模災害のみ活動する分団 バイク隊

広報・啓発活動に従事する分団

消防団活動の広報のほか、
防火指導や応急手当の指導など

機能別団員 仕事や家庭の都合等で全ての
活動に参加できない場合は…

女性団員
防火啓発や救命・広報活動など 被災者支援や避難所運営支援など

学生団員

消防職員・消防団員ＯＢ

大規模災害出動など

事業所団員
重機等を活用した救助活動など

消防庁の企業等に対する主な支援策

消防団等地域活動表彰

地域住民の安全の保持、向上に顕著な功績があり、
全国の模範となる消防団又は団員確保について特に
力を入れている消防団、及び消防団活動に特に深い
理解や協力を示し、消防団員である従業員を雇用し
ているなどの事業所等に対し、消防庁長官が表彰し
ます。

防災まちづくり大賞

地域における災害に強い安全なまちづくりの一層の
推進に資することを目的として、地域に根ざした団体・
企業などの多様な主体における防災に関する優れた
取組等を表彰します（総務大臣賞、消防庁長官賞等）。


